
 

地域計画書【取組個票】 

 

個票番号 １ 

取組の名称 土壌・生育診断の推進支援 

取組の目的 化学肥料の２割低減に向けた取組の定着のため、土壌又は生育診断の実

施に要する費用の支援を通じて、適正施肥の推進を図る。 

取組内容 ①土壌診断又は生育診断を行うサービス提供事業者（以下「サービス提

供事業者」という。）が、同サービスの利用を希望する地域の農業者

と契約を締結した場合、契約料金の一部を支援する。 

②地域の農業者の組織する団体が、サービス提供事業者と契約を締結し

た場合、契約料金の一部を支援する。 

 

[要件] 

・令和６年３月末日までのサービス利用料に係るものに限る。 

・交付の条件は別紙に定めるとおりとする。 

交付対象者 ①サービス提供事業者 

②地域の農業者の組織する団体 

※複数の申請があった場合は、必要に応じて、参加農業者数等を踏まえ

て選定する。 

 

交付単価 契約料金の 1/2 以内 

取組実績の確認方法 ・本事業を活用して実施するサービスの顧客リスト 

・サービスを契約した又は契約することが確実なこと、契約期間、契約

日、契約額が確認できる書類（契約書、領収書又は請求書等） 

・（①の場合）契約料金及び農業者の負担額の適正性を確認できる書類 

等 

 

  



 

 

（別紙） 

 

「土壌・生育診断の推進」における交付の条件 

 

個票番号１の「土壌・生育診断の推進」において、サービス提供事業者を交付対象者とする場

合は、次に掲げる１及び２の条件を満たさなければならない。 

 

１ 契約料金 

契約料金は、次に掲げる条件のいずれかを満たすものであること。 

（１）サービス提供事業者が、本要領の施行日時点で設定していた料金以下であることを証明

できること。 

（２）地域内で提供されている同様のサービスの料金と比較して、同等の料金であることを証

明できること。ただし、同様のサービスが地域内で提供されていない場合は、近隣地域で

提供されている料金と比較するものとする。 

 

２ 農業者が負担する金額 

契約料金を支払う際に農業者が負担する金額が、１の条件を満たす契約料金から本交付額を

控除した金額以下であることを、領収書又は請求書で確認できること。 

 

（以上） 

  



 

 

地域計画書【取組個票】 

 

個票番号 ２ 

取組の名称 堆肥等の利用拡大支援 

取組の目的 化学肥料の２割低減に向けた取組の定着のため、堆肥等の散布に要する

費用の支援を通じて、堆肥等の利用拡大を図る。 

取組内容 ①堆肥等の散布を行う事業者（以下「堆肥等散布事業者」という。）

が、同一の地域内において複数の農業者を相手方に堆肥等の散布契約

を締結するか、 

②地域の農業者の組織する団体が、堆肥等散布事業者と堆肥等の散布契

約を締結した場合、契約料金の一部を支援する。 

 

[要件] 

・対象とする堆肥等とは、次のいずれかとする。 

堆肥：肥料の品質の確保等に関する法律（昭和 25 年法律第 127 号。

以下この取組個票において「肥料法」という。）に基づく特殊肥料

の堆肥のうち、国内で発生する動植物質を原料とするもの。 

汚泥肥料：肥料法に基づく普通肥料の汚泥肥料。 

その他：動植物質を原料とする肥料又は国内で発生する化学肥料代替

となる肥料。 

・令和６年３月末日までに堆肥等の散布を行うものに限る。 

・交付の条件は別紙に定めるとおりとする。 

 

交付対象者 ①堆肥等散布事業者 

②地域の農業者の組織する団体 

交付単価 堆肥等散布：4,000 円/t 

交付単価の設定根拠 堆肥等の運送費、散布費の 1/2 に相当する額として設定。 

このうち、堆肥等の運送費は、ALIC の「畜ふん堆肥の広域利用促進ガ

イドブック」に記載された輸送費から 4,830 円/t と算出。 

また、堆肥等の散布費は、地方自治体における農作業標準労賃からマ

ニュアスプレッダーを用いた 10a 当たりの散布料金を 3,561 円と算出

し、10a 当たり 1t の散布を行うものとして 3,561 円/t と設定。 

これらの合計 8,391 円/t の 1/2 以内である 4,000 円/t と設定。 

 

取組実績の確認方法 ・堆肥等の散布を契約した又は契約することが確実なこと、地域内の耕

種農家ごとの堆肥等の散布量、契約日、散布日、契約額が確認できる

書類（契約書、領収書又は請求書等） 

・（①の場合）堆肥等の散布料金及び農業者の負担額の適正性を確認で

きる書類 等 

 

 



 

 

（別紙） 

 

「堆肥等の利用拡大」における交付の条件 

 

個票番号２の「堆肥等の利用拡大」において、堆肥等散布事業者を交付対象者とする場合は、

次に掲げる１及び２の条件を満たさなければならない。 

 

１ 堆肥等散布に係る料金 

堆肥等散布に係る料金は、次に掲げる条件のいずれかを満たすものであること。 

（１）堆肥等散布事業者が、本要領の施行日時点で設定していた料金以下であることを証明で

きること。 

（２）地域内で提供されている他の堆肥等の散布に係る料金と比較して、同等の料金であるこ

とを証明できること。ただし、地域内で他に堆肥等の散布のサービスが提供されていない

場合は、近隣地域の料金と比較するものとする。 

 

２ 農業者が負担する金額 

堆肥等の散布に対する対価を支払う際に農業者が負担する金額が、１の条件を満たす料金か

ら本交付額を控除した金額以下であることを、領収書又は請求書で確認できること。 

 

（以上） 

  



 

 

地域計画書【取組個票】 

 

個票番号 ３ 

取組の名称 耕畜連携の拡大支援 

取組の目的 化学肥料の２割低減に向けた取組の定着のため、耕種農家における堆肥

の散布に要する費用の支援並びに畜産農家への稲わら及び麦わら（以下

「稲わら等」という。）の利用に要する費用の支援を通じて、構築連携

の推進を図る。 

取組内容 【堆肥散布】 

①堆肥散布を行う事業者（以下「堆肥散布事業者」という。）が、同一

の地域内において複数の農業者を相手方に堆肥の散布契約を締結する

か、 

②地域の農業者の組織する団体が、堆肥散布事業者と堆肥の散布契約を

締結した場合、 

当該契約に要する費用の一部を支援する。 

 

[要件] 

・対象とする堆肥は、肥料の品質の確保等に関する法律（昭和 25年法

律第 127 号）に基づく特殊肥料のうち、国内で発生したわら、もみ

がら、樹皮、動物の排せつ物その他の動植物質をたい積又は攪拌

し、腐熟させたもの。 

・対象とする契約は、令和６年１月末日までに契約を締結した又は契

約することが確実なものであって、同年３月末日までに堆肥の散布

を行うものに限る。 

・交付の条件は別紙に定めるとおりとする。 

 

【稲わら等供給】 

上記の堆肥散布を行う耕種農家が生産した稲わら等を畜産農家に供給

する事業者が、稲わら等の供給契約を畜産農家との間で締結した場合、

当該契約に要する費用の一部を支援する。 

 

[要件] 

・対象とする契約は、令和６年１月末日までに契約を締結した又は契

約することが確実なものであって、同年３月末日までに稲わら等の

供給を行うものに限る。 

・交付の条件は別紙に定めるとおりとする。 

 

交付対象者 堆肥散布：①堆肥散布事業者、②地域の農業者の組織する団体 

稲わら等供給：稲わら等の供給を行う事業者 

 

交付単価 堆肥散布：4,000 円/t 

稲わら等供給：2,000 円/t 



 

 

交付単価の設定根拠 【堆肥散布】 

堆肥の運送費、散布費の 1/2 に相当する額として設定。 

このうち、堆肥の運送費は、ALIC の「畜ふん堆肥の広域利用促進ガイ

ドブック」に記載された輸送費から 4,830 円/t と算出。 

また、堆肥の散布費は、地方自治体における農作業標準労賃からマニ

ュアスプレッダーを用いた 10a 当たりの散布料金を 3,561 円と算出し、

10a 当たり 1t の散布を行うものとして 3,561 円/t と設定。 

これらの合計 8,391 円/t の 1/2 以内である 4,000 円/t と設定。 

 

【稲わら等供給】 

稲わら等の輸送に係る経費の 1/2 に相当する額として設定。 

具体的には、飼料自給率向上総合緊急対策のうち国産飼料の生産・利

用拡大事業（国産粗飼料流通体制定着化）で設定されている単価（輸送

経費の 1/2 として 50～100km 未満の輸送距離では 2,000 円/t）と同額を

設定。 

 

取組実績の確認方法 【堆肥散布】 

・堆肥の散布を契約した又は契約することが確実なこと、地域内の耕種

農家ごとの堆肥の散布量、契約日、散布日、契約額が確認できる書類

（契約書、領収書又は請求書等） 

・（①の場合）堆肥の散布料金及び農業者の負担額の適正性を確認でき

る書類 等 

 

【稲わら等供給】 

・稲わら等の供給を受けた畜産農家が、地域内の耕種農家に堆肥の原料

を供給した畜産農家であることが分かる書類（契約書類等） 

・稲わら等の供給を契約した又は契約することが確実なこと、畜産農家

ごとの稲わら等の供給量、契約日、供給日、契約額が確認できる書類

（契約書、領収書又は請求書等） 

・稲わら等の供給料金及び畜産農家の負担額の適正性を確認できる書類

等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（別紙） 

 

「耕畜連携の拡大」における交付の条件 

 

個票番号３の「耕畜連携の拡大」において、堆肥散布について堆肥散布事業者を、稲わら等供

給について稲わら等の供給を行う事業者を交付対象者とする場合、それぞれ次に掲げる１及び２

の条件を満たさなければならない。 

 

【堆肥散布について堆肥散布事業者を交付対象者とする場合】 

１ 堆肥散布に係る料金 

堆肥散布に係る料金は、次に掲げる条件のいずれかを満たすものであること。 

（１）堆肥散布事業者が、本要領の施行日時点で設定していた料金以下であることを証明でき

ること。 

（２）地域内で提供されている他の堆肥散布に係る料金と比較して、同等の料金であることを

証明できること。ただし、地域内で他に堆肥散布のサービスが提供されていない場合は、

近隣地域の料金と比較するものとする。 

 

２ 農業者が負担する金額 

堆肥散布に対する対価を支払う際に農業者が負担する金額が、１の条件を満たす堆肥散布に

係る料金から本交付額を控除した金額以下であることを、領収書又は請求書で確認できるこ

と。 

 

【稲わら等供給について稲わら等の供給を行う事業者を交付対象者とする場合】 

１ 稲わら等の供給に係る料金 

稲わら等の供給に係る料金は、次に掲げる条件のいずれかを満たすものであること。 

（１）稲わら等の供給を行う事業者が、本要領の施行日時点で設定していた料金以下であるこ

とを証明できること。 

（２）地域内で提供されている他の稲わら等の供給に係る料金と比較して、同等の料金である

ことを証明できること。ただし、地域内で他に稲わら等の供給サービスが提供されていな

い場合は、近隣地域の料金と比較するものとする。 

 

２ 畜産農家が負担する金額 

稲わら等の供給に対する対価を支払う際に畜産農家が負担する金額が、１の条件を満たす稲

わら等の供給に係る料金から本交付額を控除した金額以下であることを、領収書又は請求書で

確認できること。 

 

（以上） 

 



 

 

地域計画書【取組個票】 

 

個票番号 ４ 

取組の名称 国内資源活用肥料の利用拡大支援 

取組の目的 化学肥料の２割低減に向けた取組の定着のため、堆肥や下水汚泥資源等

の国内資源を活用した肥料価格の一部支援を通じて、これら肥料の利用

拡大を図る。 

取組内容 肥料の販売を行う事業者が、以下の要件を満たす堆肥や下水汚泥資源

等の国内資源を活用した肥料（以下「対象肥料」という。）を地域の農

業者に販売した場合、その販売量に応じて、販売額の一部を支援する。 

 

[要件] 

・対象肥料は、ペレットなど粒状に成形されているものに限る。 

・対象肥料は、令和６年１月末日までに売買契約を締結した又は締結す

ることが確実なものであって、同年３月末日までに納品するものに限

る。 

・交付の条件は別紙に定めるとおりとする。 

交付対象者 対象肥料の販売を行う事業者 

交付単価 200 円/20kg 

交付単価の設定根拠 地域の農業者が対象肥料を利用する際に、化成肥料と比較した掛かり

増し経費の 1/2 に相当する額として設定。 

①輸送費 

全日本トラック協会の標準運賃表から 10t トラックで化成肥料を

250km 輸送した際の費用を 145 円/20kg とし、化成肥料の約 1.2 倍の容

積の対象肥料は 29 円/kg の掛かり増しとなる。また、堆肥等の供給地か

ら製造工場、製造工場から小売店、小売店から農業者までの計３回の掛

かり増し経費が発生すると想定し、87 円/20kg と設定。 

②散布 

地方自治体の農作業標準労賃を参考に、ブロードキャスターを用いた

散布料金を 1,560 円/10a と算出。 

他方、単位施肥量は、令和３年度農産物生産費統計より米生産者は製

品ベースで 61.7kg/10a。地方自治体の施肥基準から、米、麦・大豆、野

菜・果樹・飼料作物の成分ベースの施肥量を算出し、全作物の単位施肥

量の平均値を製品ベースで 87.3kg/10a（20kg 袋で約４袋）と算出。こ

れらを踏まえ、肥料 20kg 当たりの散布料金を 1,560 円/10a÷４袋＝390

円/20kg と算出。 

このため化成肥料の約 1.2 倍の容積の対象肥料は 78 円/20kg の掛かり

増しと設定。 

③土壌分析及び施肥設計 

分析会社のサービス料金を参考に、１点当たり土壌分析は 4,833 円、

施肥設計が 4,625 円と設定。 

１ha につき１点の分析を行う場合、土壌診断及び施肥設計に係る経費

は 4,833 円＋4,625 円÷10＝946 円/10a。 



 

 

10a 当たり 20kg 入り袋の４袋のため 236 円/20kg と設定。 

これらの合計 401円/20kg の 1/2 である 200円/20kg を交付単価として

設定。 

 

取組実績の確認方法 ・対象肥料の売買契約を締結した又は締結することが確実なこと、地域

の農業者ごとの対象肥料の販売数量、契約日、納品日、販売額が確認

できる書類（注文書、領収書又は請求書等） 

・対象肥料の販売価格及び農業者の負担額の適正性が確認できる書類 

等 

 

  



 

 

（別紙） 

 

「国内資源活用肥料の利用拡大」における交付の条件 

 

個票番号４の「国内資源活用肥料の利用拡大」において、対象肥料の販売を行う事業者（以下

「対象事業者」という。）を交付対象者とする場合は、次に掲げる１及び２の条件を満たさなけ

ればならない。 

 

１ 対象肥料の小売価格 

対象事業者が設定した対象肥料の小売価格（以下「対象肥料の小売価格」という。）が、次

に掲げる条件のいずれかを満たすものであること。 

（１）対象肥料の小売価格を令和５年６月１日から本要領の施行日までの間に設定したことを

証明できること。 

（２）（１）以外であって、対象肥料の小売価格の適正性を当該肥料の卸売価格が分かる書類

をもって証明できること。 

 

２ 農業者が負担する金額 

対象肥料を購入する際に農業者が負担する金額が、１の条件を満たす対象肥料の価格から交

付単価である 200 円/20kg 分を控除した金額以下であることを、領収書又は請求書で確認でき

ること。 

 

（以上） 

  



 

 

地域計画書【取組個票】 

 

個票番号 ５ 

取組の名称 緑肥作物の作付拡大支援 

取組の目的 化学肥料の２割低減に向けた取組の定着のため、緑肥作物の種子の購入

費を支援することを通じて、緑肥作物の作付面積の拡大を図る。 

取組内容 種子の販売を行う事業者が、緑肥作物の種子（以下「対象種子」とい

う。）を地域の農業者に販売した場合、その販売量に応じて、販売額の

一部を支援する。 

 

[要件] 

・対象種子は、令和６年１月末日までに売買契約を締結した又は締結す

ることが確実なものであって、同年３月末日までに納品するものに限

る。 

・交付の条件は別紙に定めるとおりとする。 

交付対象者 対象種子の販売を行う事業者 

交付単価 対象種子の販売価格の 1/2 以内 

取組実績の確認方法 ・対象種子の売買契約を締結したこと又は締結することが確実なこと、

地域の農業者ごとの対象種子の販売数量、契約日、納品日、販売額が確

認できる書類（注文書、領収書又は請求書等） 

・対象種子の販売価格及び農業者の負担額の適正性を確認できる書類 

等 

 

（注）１ 交付対象者について、取組の目的に寄与することが明らかでない場合にあっては、「取

組内容」欄に記入するか、別紙としてこれが明らかになるよう交付の条件等を付すこと。 

   ２ 交付単価について、その設定根拠に用いたデータを添付するとともに、化学肥料の使用

量の低減に向けた取組の実施に際して、通常の取組又は従前の取組のいずれかと比べて掛

かり増しとなる経費の２分の１に相当する額以下であることがわかる書類を添付するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（別紙） 

 

「緑肥作物の作付拡大」における交付の条件 

 

個人番号６の「緑肥作物の作付拡大」において、種子の販売を行う事業者（以下「対象事業

者」という。）を交付対象者とする場合は、次に掲げる１及び２の条件を満たさなければならな

い。 

 

１ 種子の販売価格 

種子の販売価格は、次に掲げる条件のいずれかを満たすものであること。 

（１）種子の販売事業者が、本要領の施行日時点で設定していた額以下であることを証明できる

こと。 

（２）地域内で販売されている同様の種子の価格と比較して、同等の販売価格以下であることを

証明できること。ただし、同様の種子が地域内で販売されていない場合は、近隣地域で販売され

ている価格と比較するものとする。 

 

２ 農業者が負担する金額 

種子の購入代金を支払う際に農業者が負担する金額が、１の条件を満たす代金から本交付額を

控除した金額以下であることを、領収書又は請求書で確認できること。 

 

（以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

地域計画書【取組個票】 

 

個票番号 ６ 

取組の名称 低成分肥料の利用拡大支援 

取組の目的 化学肥料の２割低減に向けた取組の定着のため、特定の成分値が低い肥

料価格の一部支援を通じてこれら肥料の利用拡大を図る。 

取組内容 肥料の販売を行う事業者が、以下の要件を満たす低成分肥料銘柄（以

下「対象肥料」という。）を地域の農業者に販売した場合、その販売量

に応じて、販売額の一部を支援する。 

[要件] 

・対象肥料は、ＮＰＫの各成分値のいずれか一つ又は複数の合計値が、

地域における慣行肥料と比べて明らかに低い（少なくとも５ポイント

程度低い）肥料銘柄であること。 

・対象肥料は、令和５年 11 月から令和６年１月末日までに売買契約を

締結した又は締結することが確実なものであって、同年３月末日まで

に納品するものに限る。 

・交付の条件は別紙に定めるとおりとする。 

交付対象者 対象肥料の販売を行う事業者 

交付単価 100 円/20kg 

交付単価の設定根拠 地域の農業者が対象肥料を利用する際に、一般的な化成肥料と比較し

て掛かり増しとなる経費（土壌分析及び施肥設計に要する経費）の 1/2 に

相当する額として設定。 

①単位施肥量 

単位施肥量は、令和３年度農産物生産費統計より米生産者は製品ベー

スで 61.7kg/10a。地方自治体の施肥基準から、米、麦・大豆、野菜・果

樹・飼料作物の成分ベースの施肥量を算出し、全作物の単位施肥量の平

均値を製品ベースで 87.3kg/10a と算出。１ha当たりの袋数（20kg 入

り）は約 44 袋と試算される。 

②土壌分析及び施肥設計 

分析会社のサービス料金を参考に、１点当たり土壌分析は 4,833 円、

施肥設計が 4,625 円と設定。 

１ha につき１点の分析を行う場合、土壌診断及び施肥設計に係る経費

は 4,833 円＋4,625 円＝9,458 円/ha。 

上記①及び②より、土壌分析・施肥設計の経費は約 200 円/20kg と算出

され、その 1/2 である 100 円/20kg を交付単価として設定。 

取組実績の確認方法 ・対象肥料の売買契約を締結した又は締結することが確実なこと、地域

の農業者ごとの対象肥料の販売数量、契約日、納品日、販売額が確認

できる書類（注文書、領収書又は請求書等） 

・対象肥料の販売価格及び農業者の負担額の適正性が確認できる書類 

等 



 

 

(別紙） 

 

「低成分肥料の利用拡大」における交付の条件 

 

個票番号６の「低成分肥料の利用拡大」において、対象肥料の販売を行う事業者（以下「対象

事業者」という。）を交付対象者とする場合は、次に掲げる１及び２の条件を満たさなければな

らない。 

 

１ 対象肥料の小売価格 

対象事業者が設定した対象肥料の小売価格（以下「対象肥料の小売価格」という。）が、次

に掲げる条件のいずれかを満たすものであること。 

（１）対象肥料の小売価格を令和５年６月１日から本要領の施行日までの間に設定したことを

証明できること。 

（２）（１）以外であって、対象肥料の小売価格の適正性を当該肥料の卸売価格が分かる書類

をもって証明できること。 

 

２ 農業者が負担する金額 

対象肥料を購入する際に農業者が負担する金額が、１の条件を満たす対象肥料の価格から交

付単価である 100 円/20kg 分を控除した金額以下であることを、領収書又は請求書で確認でき

ること。 

 

（以上） 


